
令和７年度（繰越明許費）山形県地域公共交通採用活動支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的及び交付） 

第１条 知事は、地域公共交通の確保・維持を図るため、バス事業者、タクシー事業者及び地域鉄

道事業者（以下「事業者」という。）が運転士等の人材確保に向けた取組を実施する場合におい

て、山形県補助金等の適正化に関する規則（昭和 35年８月県規則第 59号。以下「規則」とい

う。）及びこの要綱に定めるところにより、予算の範囲内で事業者に対し補助金を交付する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(1) バス事業者 道路運送法（昭和 26年法律第 183号）第３条第１号イに規定する一般乗合旅

客自動車運送事業又は同号ロに規定する一般貸切旅客自動車運送事業を行う者をいう。 

(2) タクシー事業者 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業を行う

者をいう。 

(3) 地域鉄道事業者 鉄道事業法（昭和 61年法律第 92号）第２条第１項に規定する鉄道事業を

行う者をいう。 

(4) 補助事業グループ 同一の補助事業を実施する事業者のまとまりであって、第３条の要件を

満たす事業者が２者以上で形成するグループ、団体等をいう。 

(5) 代表事業者 補助事業グループを構成する事業者（以下「グループ構成員」という。）のう

ち、補助事業の執行管理を担い、グループの取りまとめ役となる者をいう。 

(6) 参画事業者 グループ構成員のうち、代表事業者以外の者をいう。 

 

 （補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる事業者は、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。 

 (1) 道路運送法第４条第１項の許可を受けて、一般旅客自動車運送事業を行い、山形県内に本社

又は営業所がある事業者 

(2) 鉄道事業法第３条第１項の許可を受けて、鉄道事業を行い、山形県内に本社がある事業者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業者は補助対象としない。 

 (1) 県や市町村、交通事業者等で構成される山形県地域公共交通活性化協議会に対するアンケー

トの回答及び政府報告資料の提供並びにそれらのオープンデータ利活用のためのデータの公表

等の協力に応じない事業者 

 (2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条

第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

 (3) 暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力

団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。） 

 (4) 役員等（法人である場合にはその役員、その支店又は営業所の代表者その他これらと同等の

責任を有する者を、法人以外の団体である場合には代表者、理事その他これらと同等の責任を

有する者をいう。）が暴力団員等であるもの 



 (5) 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与しているもの 

 (6) 自己、その属する法人若しくは法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用しているもの 

 (7) 暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等暴力団の維持又は運

営に協力し、又は関与しているもの 

 (8) その他暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有するもの 

 

 （補助対象事業及び補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、補助金の交付の決定を受けてから令和９年２月 28日

までに実施する人材確保に資する事業とし、事業内容及び補助金の交付の対象となる経費（以下

「補助対象経費」という。）は、別表に掲げるとおりとする。 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費（補助対象経費に充てるべき国からの補助金があるときは、

当該補助金の合計を控除した額）の合計額の２分の１に相当する額（その額に千円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てた額）又は 1,000,000円のいずれか低い額とする。ただし、補助事

業グループで実施する場合は、グループ構成員ごとに、補助対象経費（補助対象経費に充てるべ

き国からの補助金があるときは、当該補助金の合計額を控除した額）の合計額の３分の２に相当

する額（その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）又は 1,000,000円のいず

れか低い額とする。なお、１社あたりの上限額は、1,000,000円とする。 

 

 （交付の申請） 

第６条 規則第５条の規定による補助金交付申請書（規則別記様式第１号）は、令和９年１月 29

日まで、（補助事業グループで実施する場合は、代表事業者が補助事業グループとしての事業計

画及びグループ構成員の申請資料を取りまとめのうえ）提出するものとする。 

２ 補助金交付申請書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 事業計画書（別記様式第１号） 

(2) 同意・誓約書（別記様式第２号） 

(3) バス事業者又はタクシー事業者の場合、一般旅客自動車運送事業の許可証の写し 

 (4) 補助金の振込先の名義の預貯金通帳の表紙及び表紙裏面（金融機関名、店名、店番号、口座

種別、口座番号及び口座名義人（カタカナ名義を含む。）が記載されたページ）の写し 

 (5) その他知事が必要と認める書類 

 

 （交付の決定） 

第７条 知事は、補助金交付申請書の提出があった場合において、その内容を審査し、適正と認め

るときは、補助金の交付の決定を行い、通知するものとする。なお、補助事業グループで実施す

る場合は、代表事業者に通知するものとする。 

 

（交付の条件） 

第８条 規則第７条第１項第１号に定める軽微な変更は、次に掲げる変更以外の変更とする。 



 (1) 補助金の額の増を伴う変更（補助事業グループで実施する場合は、グループ構成員ごとに補

助金の額の増を伴う変更） 

 (2) 補助対象経費の合計額の 20％を超える増減（補助事業グループで実施する場合は、グループ

構成員ごとに補助対象経費の合計額の 20％を超える増減） 

２ 規則第７条第１項第１号の規定により知事の承認を受けようとするときは、事業計画変更承認

申請書（別記様式第３号）を提出しなければならない。 

３ 規則第７条第１項第１号の規定により補助事業の中止又は廃止について知事の承認を受けよう

とするときは、事業中止（廃止）承認申請書（別記様式第４号）を提出しなければならない。 

４ 規則第７条第１項第２号の規定により知事の指示を受けようとするときは、事業遂行状況報告

書（別記様式第５号）を提出しなければならない。 

 

 （実績報告） 

第９条 規則第 14条の規定による補助事業実績報告書（規則別記様式第２号）の提出期限は、補

助事業完了後 30日を経過する日又は令和９年３月５日のいずれか早い日とし、（補助事業グル

ープで実施する場合は、代表事業者が補助事業グループとしての事業実績及びグループ構成員の

実績資料を取りまとめのうえ）添付書類を添えて提出するものとする。 

２ 補助事業実績報告書に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

(1) 事業実績書（別記様式第６号） 

(2) 補助事業の実施を証する書類の写し及び写真（成果品がチラシ等の印刷物である場合は現

物） 

(3) 補助対象経費の支払いに係る領収書その他の書類でその支払の事実を証するものの写し 

(4) その他知事が必要と認める書類 

 

 （補助金の支払） 

第 10条 補助金は、交付すべき補助金の額が確定した後に支払うものとする。なお、補助事業グ

ループで実施する場合は、グループ構成員それぞれに支払うものとする。 

 

 （決定の取消） 

第 11条 知事は、規則第 17条第１項に定めるもののほか、補助金の交付の決定を受けた者及びグ

ループ構成員（以下「補助事業者」という。）が次の各号のいずれかに該当することが判明した

ときは、補助金の交付の決定の全部を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

 (2) この要綱に違反する行為があったとき 

 (3) 補助金の交付の目的に著しく反する行為があったとき 

 

（財産の管理） 

第 12条 補助事業者は、補助事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以下「取得財

産」という。）について、補助事業の完了後も、取得財産等管理台帳を備え、その保管状況を明

らかにし、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従って、その効

率的運用を図らなければならない。 



（財産処分の制限） 

第 13条 規則第 22条第１項第２号の規定により知事が指定する財産は、取得価格又は効用の増加

額が１件 50万円以上の機械及び器具とする。 

２ 補助事業者が規則第 22条の規定により知事の承認を受けようとするときは、財産処分等承認

申請書（別記様式第７号）に理由書を添えて知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の承認をする場合、交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付さ

せることができるものとする。 

４ 規則第 22条ただし書の規定により知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する

省令（昭和 40年大蔵省令第 15号）に定める耐用年数を経過するまでの期間とする。 

 

 （関係書類の保管） 

第 14条 補助事業者は、規則第 21条の規定による帳簿及び証拠書類を整備し、令和８年度から５

年間保管しておかなければならない。 

 

 （書類の提出） 

第 15条 この補助金に関して知事に提出する書類は、正本１部とし、提出先は、みらい企画創造

部総合交通政策課とする。 

 

 （雑則） 

第 16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和８年３月18日から施行する。 

 

別表（補助対象事業及び補助対象経費） 

補 助 対 象 事 業 
補助対象経費 

事業区分 事 業 内 容 

１ 採用活動

に資する 

事業 

① 採用ホームページ等開設・改修 広報費、広告宣伝費、委託費、

印刷製本費、参加費（ブース

出展料）、求人媒体利用料、そ

の他知事が事業を実施するた

めに必要と認める経費（旅費、

通信運搬費を除く） 

② 求人を目的とする広報動画作成 

③ 就職情報活動サイト等の利用 

④ 合同企業説明会、採用イベント等への参加 

⑤ 採用パンフレットの作成 

⑥ 運転体験会等 

⑦ 
その他知事が採用活動に資する取組みとし

て認める事業 

 


